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　　わが国の 自殺予防対策 と最近のエ ビデ ンス
－地域介入 による高齢者 自殺予防活動の レビュー
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I.は じめに

1.自 殺予防とは

　 自殺予防とは、何 らかの介入によって、個人の自殺を

未然 に防 ぐこと、または、特定の集団における自殺者の

割合 を減少 させ ることである1)。自殺は本人 にとってこ

の上ない悲劇である。そ して、家族や周囲の者に大 きな

悲 しみや困難 をもたらすとともに、社会全体にとって も

大 きな損失 となる。自殺の発生は心理的要因のみならず、

社会的要因の影響 も受けることから、 自殺予防の実践の

ためには、精神医学 ・心理学的観点、社会的、文化的、

経済的観点等か らの多角的な検討 と包括的な対策が必要

となる。

　わが国における自殺 による死亡数(厚 生労働省人口動

態統計)は 、1997年 までは2万 人台に留 まっていたが、

主に中年男性の 自殺死亡数の増加によって、1998年 には

3万 人を超 えている。一方、依然 として高齢者の 自殺数

が大 きいこと、 さらに、児童 ・思春期の自殺 に対 して自

殺情報の影響が増大 していることが、少子高齢化社会の

中で課題となっている。

2.自 殺の背景

　近年の自殺増加の背景には、「生 きる不安」や孤独感が

存在 している。これは、他の先進諸国と同様、堅固な価

値観や将来への明るい展望を見失いがちな転換期の特徴

といえる2)。

　 自殺の原因については、統計上、健康問題、経済 ・生

活問題、家庭問題が上位を占めるが、現実には人生観 ・

価値観や地域 ・職場のあ り方等、種々の社会的要因も影

響 している。

　個人の自殺について、真の理由を特定することは難 し

い。 しかし、実際には、自殺直前に多 くの者 に共通する

心理が認められる3)。これには、心理的苦痛、生 と死の

間の動揺、「生 きるか、死ぬか」という二分思考、自殺衝

動の高 まり等が知 られている。つまり、 自殺者の多 くは

二分思考 に陥ってお り、また、 自殺 によって苦痛から解

放されたいと願 う反面、援助を求めるという生と死の動

揺 を経験 している。

　 また、自殺者の半数以上には精神障害の罹患や既往歴

が認められ、なかで もうつ病の割合が高い。その他、自

殺の危険因子 として、 自殺企図歴、社会的孤立 ・サポー

ト不足、男性、高齢、喪失体験、自殺の家族歴、事故傾

性(事 故を繰 り返 し起 こす行動特性)が 知 られている4)。

さらに、自殺は遺族や友人に深刻な心理的影響を長期間

与える。

Ⅱ.わ が国の自殺予防対策

1.自 殺予防の基本的方策

　2002年 、厚生労働省は自殺防止対策有識者懇談会 を設

置 し、同会 は 「自殺予防に向けての提言」を報告 として

まとめた2)。そこでは、我が国における自殺予防対策の

基本的視点 と対応が示 されている。

　自殺予防活動 を効果的に展開してい くためには、一般

住民に対 し、生命 の尊 さや生 きることの意味について啓

発すること、ス トレス問題や うつ病を主なテーマとした

心の健康教育 を実施すること、および、自身の心の健康

問題に自ら気づき、対応するというセルフケアの概念の
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普及をはかることが重要である。次いで、相談機関の利

便性 を高めること、お よび、精神障害の予防 と治療管理

の水準を高めることが必要 となる。 自殺の危険の高い者

に対 しては、かか りつけ医や各種相談員 をはじめとする

地域の保健 ・医療 ・福祉関係者における早期発見 と早期

介入が奏功するため、その体制づ くりが重要となる。

国外では銃や農薬な どの致死的手段の制限や自殺報道の

規制の試み もある。

2.自 殺予防対策の視点 と戦略

　 「自殺予防に向けての提言」では、自殺を考 えている人

の状況の理解、生 きる勇気 と力を取 り戻させ るような支

援体制や環境づ くり、生 きる誇 りと自信を育てる教育 ・

啓発 ・健康増進を重視 している。その理念の下、自殺予

防対策の視点を次のごとく示 した2)。

　 まず、実施主体を、①個人、②保健医療福祉関係機関、

教育関係機関、マスメデ ィア、事業者団体、労働組合、

事業場、ボランティア団体などの地域の組織、③ 国及び

地方公共団体に分類 し、それぞれの役割分担 と連携を重

視 した。

　 次に、対象者を、① 自殺 を考えている人や、自殺未遂

者、その家族・友人等の周囲の者、② 自殺死亡者の家族・

友人等の周囲の者、③国民全体の水準に分類 した。また、

活動の場 を、①個人、②家族、地域、職場、③社会全体

の水準に分類 した。

　 そ して、予防の段階を、① 自殺の蓋然性が低い段階で

その予防を図ること(普 及・啓発や教育)、 ②現に起 こり

つつある自殺の危険に介入 し、自殺を防ぐこと(危 機介

入)、③不幸にして自殺が生 じてしまった場合 に他の人に

与える影響を最小限とし、新たな自殺を防 ぐこと(事 後

対策)に 区別 した。

　 上記の基本的視点に沿って、 自殺予防対策の基本的戦

略を以下のごとく提示 した。

　 まず、実態把握を行 うことである。次いで、普及 ・啓

発や教育のための戦略として、セルフケアの必要性を指

摘 し、その支援機関を明示 した。加えて、児童 ・思春期

における心の形成を重視 した教育の必要性が指摘 した。

　 また、危機介では、 うつ病罹患者をはじめとする自殺

の危険の高い人を早期に発見 し、相談機関や医療機関に

つなげる形式で危機介入 を行うことを明示 した。危機介

入 しうる専門家 として医療 ・保健 ・福祉関係者、職場や

学校における相談者が挙げられてお り、地域 ・職場 ・学

校 における危機介入の体制づ くりが必要性である。また、

「いのちの電話」等、電話による危機介入の充実、自殺

手段 の制限として建築物に関する整備の重要性が指摘 さ

れた。

　事後対策では、 自殺未遂者に対する医療機関の支援体

制の充実や自殺遺族や友人等 に対する相談体制の整備の

必要性が述べ られた。

　その他、自殺情報により自殺が誘発される場合があ り、

自殺報道のあ り方や、インターネット上の自殺関連情報

に留意すべ きこと、さらに、経済施策の影響を勘案 して

総合的な自殺予防対策を行 うことにより、より大 きな効

果 を期待できることが指摘された。

Ⅲ.最 近のエビデンス－地域介入による高齢者自殺予防

　　のレビュ－

1.地 域介入 による高齢者自殺予防の根拠

　わが国の高齢者自殺多発地域のうち、新潟県、岩手県、

秋田県お よび青森県内の6町 村では、1985年 以降に高齢

者 を主たる対象として、自殺予防のための地域介入に取

り組んでいる。いずれも、実施主体は市町村であ り、対

象 を高齢一般住民 とし、活動の場を地域 に設定 している。

　本邦の高齢 自殺者の大半は、直前にうつ状態を呈 して

いることが知 られている5)。このため、いずれの活動 も

うつ病予防をテーマ とした啓発 ・健康教育と、うつ病者

の早期発見 ・危機介入 を主たる戦略に位置づけている。

具体的には、① うつ状態スクリーニングと陽性者のフォ

ローアップ、②訪問や集団援助による高齢者福祉活動、

③ うつ病予防をテーマ とする啓発 ・健康教育を主要なプ

ログラム とするうつ病対策の形式で活動がなされている

(表1)。 いずれの活動も、5年 以上の施行により高齢者

自殺率 に有意な低減が認めてお り、明白な予防的成果を

上げている。次に、これらの実績ついて レビューする。

2.本 邦の高齢者 自殺予防活動の実績

1)過 程評価

　 上述 したように、6町 村の高齢者 自殺予防活動は、い

ずれも町村 を実施主体 とする65歳 以上の一般住民を対象

とした活動であったが、表1に 示すように各自治体間で

プログラム内容 に差が認められた。

　 このうち5件 は、うつ状態スクリーニングを主要なプ

ログラムとしていた。そのうち、新潟県(旧)松 之山町6)、

(旧)松 代町7)お よび(旧)安 塚町の活動ではスクリー

ニングを毎年悉皆で実施 してお り、岩手県(旧)浄 法寺

町8)、青森県(旧)名 川町9)で は毎年30-50%程 度の高

齢住民を対象に実施 していた。

　 また、 これらの5件 は、陽性者のフォローアップにお

いて精神科的管理の比重に違いがあった。すなわち、浄

法寺町では精神科 医が フォローアップを直接担ってい

た。松之山町では精神科 コンサルテーション・リエゾン・

サービスのもと、一ヵ所の一般医が集中的に管理 してい

た。一方、松代町 と安塚町では精神科コンサルテーシ ョ

ン ・サービスのもと、複数の一般医が分散 して管理 して
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表1　 1985年 ～2005年 に5年 間以 上施工 された地域介 入 による本邦 の高齢者 自殺 予防の 実績

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 うつ状態スクリーニング実施を伴う介入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　スクリーニングを

精 神科 的フォローアップ
一般医によるフォローアップ

伴わない介入

新潟県(1日)松 之山町 　　岩手県(旧)浄 法寺町 新潟県(1日)松代町　　　新潟県(旧)安塚町　　青森県(旧)名川町南地区　　 秋田県(旧)由利町

人口(概 数)a

　 老年人 ロ比(%)a

介入施行期間(年)

2段 階式スクリーこング

　 実施期間
　 1次 スクリーニング

　 　 評価項目

施行頻度

2次スクリーニング

　 確定診断の方法

　 フオローアツプ
　 　 高危険群への
　 　 介入法

高齢者福祉活動
　 プログラム内容

啓発 ・健康教育
　 テーマ

その他

3500-4000

27.5-30.0

1985-2005

5500-6000

200-22.5

1985-2005

1986-2005　 　　　　　　　　　　　1988-2002

SDS,う つ状態の既往,　 SDS

自殺観念,ラ イフイベン

ト

年1回,悉 皆で実 施　　　年1回,30%の 高齢
　 　 　 　 　 　 　 　 者に実施5年 毎に

　 　 　 　 　 　 　 　 悉皆で実施

精神科医がRDGに より　 精神科医が臨床的
うつ状態を診断　　　　　にうつ状態を診断

一般 ・精神科 診療
,

保健師訪 問

引きこもり老人へのグ

ループ・ケア,

友愛訪 問

リハビリ教室

うつ病予防,
自殺の危険

自殺禁止の強調

精神科診療,
保健師訪問

精神科医による
相談

在宅福祉サービス

うつ病予防,
自殺の危険

自殺禁止の強調

精神科医との
定期連絡会

4500-5000

25.0-27.5

1988-1997

1988-1997

SDS

4000-4500

22.5-25.0

1991-2000

1991-1997

SDS

1400-1600

25.0-275

1999-2005

1999-2005

SDSよ り抜粋,

ライフイベント

年1回,悉 皆で実施 　　 年1回,悉 皆で実施　 　　年1回,悉 皆で実施

精神科医がRDCに よ
りうつ状態を診断

一般 医診療
,精 神科

コンサ ルテーション,

保健師訪 問

グループ・ケア

友愛訪 問

リハビリ教室

うつ病予防,
自殺の危険

一般医がRDCに よりう　 保健師による半構造面

つ状態を診断　　　　　接,精 神科医がICDによ

　 　 　 　 　　 　 　 り診断

一般医診療
,精 神科

コンサルテーション,

保健師訪問

グループ・ケア

リハビリ教室

うつ病予防,
自殺 の危険

保健師訪問,精神科医に
よる相談

グループ・ケア

(頻 回実 施)

在宅福祉サービス
(介護保 険)

うつ病
自殺の危険

6500-7000

17.5-20.0

1995-2005

未実施

保健師による相談
グループ・ケア
(頻回実施)
友愛訪問

うつ病 予防,
自殺 の危険

高齢住民アンケー
トの頻回実施

a1990-1999の レンジ(人 ロ は500名 区 切 り
,割 合 は2.5%区 切 りで表 示)

SDS:Self-rating　 Depression　 Scale;RDC:Research　 Diagnostic　 Criteria

いた。

　啓発 ・健康教育の内容はうつ病の早期発見と援助機関

の利用方法に関する内容が中心であったが、これに加 え

て、浄法寺町と松之山町では自殺の禁止が強調されてい

た。さらに、いずれの地域で も高齢者集団援助や訪問な

どが併用されていた。

　他方、秋田県(旧)由 利町ではポピュレーション ・ス

トラテジーが採 られてお り、スクリーニングは実施 され

なかった。活動ではうつ病予防と自殺防止キャンペーン

の一環 として啓発 と福祉的行事が集中的に企画 されてお

り、また、高齢者集団援助が地域各所で積極的に実施さ

れていた10)。

2)効 果 評価

　 介入 の結 果、浄法寺 町(介 入前 後10年 間 におけ る年齢

調 整 済 み 男 性 自殺 発 生 率 比:0．27,95%confidence

interval(CI):0.08-0.94;同 女 性 率 比:0.24,95%

CI:0.10-0.59)8)と 松 之山 町(未 算 出)で は、活動

と並行 して男 女 とも65歳 以 上 自殺 率が有 意 に低減 した。

また、松代 町(介 入前 後10年 間 にお ける年齢調整 済み女

性 自殺 発生 率 比:0.30,95%CI:0.14-0.67)7)、 安

塚 町(同 女性 率比:0.36,95%CI:0.14-0.93)お よ

び名川 町(介 入前後6年 間にお ける年齢 調整済 み女性 自

殺 発生率比:0.26,90%CI:0.07-0,98)9)で は 、 同

女性 の 自殺 率が低減 してい た。他方 、由利町 では、8年

間の活動の結果、65歳 以上女性の自殺率が有意に低減 し

た(介 入前後8年 間における年齢調整済み女性 自殺発生

率比:0.35,95%CI:0.14-0.84)10)。

　 6件 の各地域介入はサ ンプルサイズが小さいものの、

上述 した自殺率の低減は、いずれ も準実験的デザインに

より実証 されてお り、加えて、地域 トレンドを上回って

減少 していたことが示されている。

3.活 動実施の適応と効果

1)地 域診断による適応条件

　最近の本邦の実績を鑑みると、上記の高齢者自殺予防

活動が適応 となる地域は、人口が3500～7000名 、高齢化

率が15～30%、 男性または女性における65歳 以上 自殺率

が160(対10万 比)以 上を示す地区 と考 えられ、同地区の

65歳 以上の一般住民が活動の対象者となる。人口規模が

大きい市町村では、地域 を分割 し、これらの条件に適う

地区 を設定 して予 防活動 を実施す るこ とが可能であ

る11)。

2)実 施体制の条件

　活動 を担 う機関については、 これまでの実績では、実

施主体が市町村以外にないため、現時点では活動の実施

条件 として、当初 は市町村が高齢者自殺予防活動事業の

実施主体 となることが求め られる。将来的には自治体以

外 に社会福祉協議会、NPO等 の福祉組織による展開 も
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可能であろう。次に、うつ病者のフォローアップのため

に、うつ病診療の可能な地元の一般医療機関を少な くと

も一カ所、拠点 に指定 し、さらに同所 と精神科医との連

携体制を確立すること、あるいは、地元の精神科医療機

関を拠点とすることが必要 となる。また、地元の福祉関

係者 との連携 も可能である。これらに先立ち、住民に対

する啓発 ・普及が十分に行なわれた上で、本活動に対す

る住民の理解が得 られていることが必要である。

3)期 待 される効果 －真のエンドポイン ト－

　 上述 したように、本邦の活動ではプログラムの大枠が

定 まりつつあるが、その展開方法には幅がある。このう

ち、スクリーニングと濃厚 な精神科 コンサルテーシ ョン

付 きのフォローア ップを5年 間実施すると、160以 上を

示す65歳 以上男 ・女 自殺率がおよそ1/4に 減少するこ

とが期待で きる。また、スクリーニ ングと一般医による

フォローアップ、または、高齢者福祉活動 と啓発 ・健康

教育を5年 ない し10年 間実施す ると、160以 上 を示す65

歳以上女性自殺率が1/3な い し1/4に 減少すること

が期待できるが、男性への効果は期待で きない。

　濃厚な精神科的管理や 自殺禁止の強調は、自殺計画や

自殺衝動性を直接抑制する強力なプログラムであること

が指摘 されているが5)、 これらの実施の有無によって介

入効果の発現に性差が生ずることが特徴である。

Ⅳ.お わりに－ 中高年男性の 自殺予防に向けて

　 今回、6件 の活動実績の分析から得 られた効果発現の

性差 は、高齢者のみならず壮年者の自殺予防活動戦略に

重要な示唆を与えている。自殺へ至る心理的段階のうち、

男性は自殺計画 と衝動性の段階において脆弱性を有する

ことが報告されているが、 この男性脆弱性は、高齢期の

みならず壮年期にも存在するからである。

　 そこで、中高年男性の自殺予防戦略では、 自殺計画や

自殺衝動性の心理的段階に十分作用する予防戦略が重要

と考えられる。具体的には、脳内セロ トニン作動系機能

異常へ対処す るために抗 うつ剤 を投与すること、アル

コール問題をはじめとする器質因子 に対 して精神科的管

理により衝動性コントロールを図ること、ならびに、自

殺計画の早期発見 と自殺を禁ずる価値観の強調 による抑

止 を図ること等が、その戦略 として挙げられる5)。
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